
財務方針

1. 当社の財務方針

　当社は長期にわたる持続的成長の実現を可能にするために、

成長投資の実行や、株主の皆さまへの長期的かつ適正な利益

還元を行いながら、健全で堅固な財務基盤を確立することを

財務方針としています。

　そのために、日立金属が持つ特色ある多様な事業でさまざ

まな産業分野に立脚するという特長のもと、戦略的投資を機

動的に実行するとともに、その投資・資金効率、収益力を向

上させ、キャッシュを生み出すサイクルを早めることを経営課

題と位置づけ、バランスのとれた財務体質の実現をめざして

います。

2. 株主への利益還元方針

　当社は、お客様のニーズや技術の進化とグローバル化のな

かで、国際的な競争力を強化し、企業価値の増大を通じて、株

主の皆さまへ長期的かつ適正な利益還元を行うことが会社の

責務であるという認識のもと、中長期で成長することを主眼に

経営環境、将来の事業展開および業績を総合的に勘案して株

主の皆さまへの利益配分および内部留保を決定することを基

本方針としています。

　剰余金の配当の回数については、中間配当および期末配当

の年2回とすることを基本としています。これらの配当の決定

機関は取締役会であります。

　内部留保資金は、将来の事業展開を見据えて、新素材の開

発・製品化、新事業の創出および競争力のある製品の増産・

合理化などに投資するものといたします。また、自己の株式の

取得は、機動的な資本政策の遂行を可能とすることなどを目

的として、その必要性、財務状況、株価水準等を勘案して適宜

実施するものといたします。

　この方針のもと、2016年度は、業績等を勘案し、1株当たり

26円の年間配当を行いました。

　2017年度につきましては、現時点では1株当たり26円の年

間配当とすることを予定しています。

　今後とも利益の増大と収益率の向上に取り組むとともに、資

本効率の向上をめざした財務戦略を展開し、株主価値を向上

させてまいります。

3. 資金調達状況

　当社では、成長投資に必要な資金は、事業が生み出す営業

キャッシュ・フローおよび手元流動性資金で賄うことを基本と

し、それを超える投資規模の場合には、金融・資本市場から調

達することも選択肢の一つとし、成長への機会損失とならない

よう、堅実かつ柔軟な資金調達を行うものとしています。

　なお、当社の社債発行登録枠を500億円から1,000億円（効

力発生日2017年1月6日）に増枠しています。

　2017年3月31日に終了した事業年度においては、利益の

増加や運転資金の増減により創出した資金を、主に成長基盤

の強化に向けた設備投資に充当しました。一方で長期借入金

の返済も行い、資金の安定化を図りました。

4. 流動性の状況

　当社の流動性マネジメントは、1年以内に期限が到来する債

務について、不測の事態にも機動的に対応できる流動性を備

えておくことを基本としています。

　当社の2017年3月末の手元流動性残高は、1,394億円で

した。

5. 有利子負債の状況

　2017年3月末の有利子負債残高は、前年度末対比で259

億円減の1,945億円でした。うち短期有利子負債は618億円、

長期有利子負債は1,327億円となりました。デッド・エクイティ

比率（D/E Ratio）は前年度末比0.08ポイント低下し0.36となり

ました。

6. 格付け

　当社は流動性および資金調達政策の機動性、柔軟性の確保、

資金調達コスト低減のために、安定した高格付けの確保ならび

に維持を重要な経営目標としています。日本の格付機関であ

る株式会社格付投資情報センター（Rating and Investment 

Information, Inc.（R＆I））から長期社債に関する格付けを毎年

取得しており、2017年3月末現在の当社発行の長期社債およ

び無担保社債は「A＋」格付けとなっています。

7. キャッシュ・フローについて

　当社は、営業利益の増大および利益率の向上と運転資本の

削減による、キャッシュの創出に取り組んでいます。

　正味の運転資本である売掛債権・棚卸資産・買掛金・前受

金については、資金効率の向上をめざす指標として手持日数

を管理指標とし、短縮に努めています。

　特に、棚卸資産を掌握し削減するために、製造拠点と調達

部門には材料在庫を、 製造拠点とカンパニーには仕掛品・製

品等の生産棚卸資産を、国内外販社とカンパニーには流通在

庫を、おのおのの責任区分として、将来動向を見据えた適正な

在庫水準管理と中長期的な削減に取り組む体制をとっています。

精度の高い売上見通しに基づき、的確な棚卸資産管理を迅速

に行うことで一段の在庫圧縮に努め、運転資金手持日数のさ

らなる短縮をめざします。

　また、当社は当社連結子会社との間で、キャッシュ・プーリン

グ・システム（以下、CPS）を運営しており、日立金属グループ

における運転資金のマネジメントを行っています。国内連結子

会社は原則として外部借入を行わず、CPSによって資金調達を

行うこととしています。これにより日立金属グループ全体での

余剰資金と借入金の一元化を図り、資金効率の向上に努めて

います。米国・中国子会社においても同様のCPSを導入して

おり、米国・中国内グループ会社における資金の集中管理を

行っています。

8. 投資効率

　当社は持続的成長の実現に不可欠な事業への投資を機動的

に実行しています。この投資には、設備の更新や合理化、生産

能力の増強や拠点の新設、福利投資等に加え、M＆Aなどの

投資も含まれますが、通常の投資と戦略投資は、その投資判

断や投資回収など、その定義・区分を分け実行しています。

　戦略投資の計画立案にあたっては、キャッシュ・フローを重

視し、ディスカウント・キャッシュフロー・メソッドに基づく現在

価値評価や内部利益率（IRR）を用いて投資判断の意思決定を

行っています。
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